東京都施策推進協議会　第五期推進協提言　修正案　対照表
中西正司
	修正箇所
	修正
	【原文】
	【修正案】

	P16
冒頭
	新規
	
	○　真に地域生活への移行を行うためにはこれまでの東京都の施設体系と地域生活支援の体系を根本に見直す必要がある。特にこれまで東京都は施設入所者の関係会議を主催し全区市町村の施設待機者を優先順に各施設に入居させる決定権を持っていた。今後は自立支援法の基本理念である地域を中心とした地位生活支援体制を目指すため、入所施設の入所者の決定を各区市町村、各施設都外施設のある区市に委任することとする。地域生活支援型施設についても施設運営に関する全ての権限を区市町村に委ねることとする。

	同上
	新規
	
	○　施設入居者は６５００人、待機者が１０００名いる状況が続いているのは地域の支援体制が不十分なためやむを得ず施設を選ばされているというのが実情である。そこでなぜ施設を選ばざるを得なかったかの理由を明確にし、誰が地域でのサービスがあれば住み慣れた地域で家族と共に暮らしていけるのかを、探る必要がある。そのため東京都ではまず施設待機者１０００名についてその施設待機理由を究明し、どのようなサービスが地域に求められているかを確認するため地域自立生活支援促進研究会を設置する。また、現状ですでに明らかになっている地域支援を充実させるため、東京都障害者施設移行緊急整備３カ年計画を平成２１年４月よりスタートさせる。

	P26
冒頭
	新規
	
	（バックアップ体制の強化）

○グループホームやケアホーム、ショートステイ、日中一時支援事業では重症心身障害児者で医療支援が必要な人に対応しきれない問題が起こっている。そのため数カ所のグループホームをネットワーク化し医師看護婦等の医療スタッフの巡回または緊急対応できる体制を早急に整備していく必要がある。

	P26
下から2つ目
	新規
	
	○グループホームの管理人は24時間体制で支援させられており、有能なスタッフが辞めていく状況になっている。補助金のレベルが低いためにこの事態が起こっている。地域のグルームホーム、ケアホーム、ショートステイの7割は民間団体が運営しており、団体の会員以外の施設からの退去者を受け入れる余裕はほとんどない。そこでこの7割を占める1法人1施設といわれる団体にネットワークへの参加を依頼する以外に方法はない。ネットワークの核となってくれる団体には人件費と活動費を支援し20人分のグループホーム、ケアホームの寮長の支援を行う。核になる団体は、相談事業所、介護派遣事業所、作業所、施設、グループホーム、ケアホーム、ショートステイなど市町村が指定する団体が受託できる。

	P27

1つめの○
	挿入・

削除
	○　そのためには、地域での自立した生活を支えていくためのサービス提供基盤の整備を行うことが基本である。入所施設の整備は、家族等の介護や居宅サービスによる支援だけでは地域生活が困難であり、また、ケアホーム等での生活も難しく、入所施設における支援が真に必要な重度・最重度の障害者のニーズへの対応に限定したものとして行うべきである。
	○　そのためには、地域での自立した生活を支えていくためのサービス提供基盤の整備を行うことが基本である。入所施設の整備は、家族等の介護や居宅サービスによる支援だけでは地域生活が困難であり、また、ケアホーム等での生活も難しく、入所施設における医療を含めた支援が真に必要な重度心身障害児者等の重度・最重度の障害者のニーズへの対応に限定したものとして行うべきである。

	P27

3つめの○
	挿入・

削除
	○　このため、東京都は、施設から地域生活への移行を積極的に支援する機能や、地域の障害者からの相談や緊急時の対応などグループホーム等へのバックアップ機能を強化した地域生活支援型入所施設を、都内の入所施設未設置区市を中心に計画的に整備することとし、独自の特別助成を行ってきた。
	○　このため、東京都は、重度心身障害者の地域生活支援型入所施設から地域生活への移行を積極的に支援する機能や、地域の障害者からの相談や緊急時の対応などグループホーム等へのバックアップ機能を強化した地域生活支援型入所施設を、都内の入所施設未設置区市を中心に計画的に整備することとし、独自の特別助成を行ってきた。

	P28

2つめの○
	挿入・

削除
	○　その一方、地域生活支援型入所施設の整備は未だ十分に達成できておらず、都外入所施設から都内に移り住む希望を持つ都民の受入れを含め、真に入所が必要な人のニーズに対応していくためには、引き続き整備を行う必要がある。こうした「地域生活支援型入所施設」には、以下に掲げる支援機能が必要である。
	○　その一方、地域生活支援型入所施設の整備は未だ十分に達成できておらず、都外入所施設から都内に移り住む希望を持つ都民の受入れを含め、重度心身障害児者等の必要な人で、真に入所が必要な人に限定したのニーズに対応していくためには、引き続き整備を行う必要がある。こうした「地域生活支援型入所施設」には、以下に掲げる支援機能が必要である。

	P28

①
	挿入・

削除
	①　創設する場合には、可能な限り定員を小規模とし、既設の施設で数十名の定員の場合は、可能な限り個室利用を促進し、限りなくグループホームやケアホームに近いユニット（小規模生活単位）型を目指すこととする。
	①　創設する場合には、可能な限り定員を小規模とし、既設の施設で数十名の定員の場合は、可能な限り全室を個室利用を促進とし、重度心身障害者などの場合は１：３～４の職員対応をとり、限りなくグループホームやケアホームに近いユニット（小規模生活単位）型を目指すこととする。

	P28

⑥
	挿入・

削除
	⑥　家族等の介護や居宅サービスによる支援だけでは地域生活が困難であり、また、ケアホーム等での生活も難しく、入所施設における支援が真に必要な重度・最重度の障害者の受入れを進める。

とりわけ、強度行動障害を伴う重度の知的障害者については、介護・介助等の支援が最も難しい時期に、安定した生活環境と安心感を与える専門的支援を提供できる生活支援機能を持つ入所施設（あわせて、日中活動の場及び短期入所サービスを提供する。）が求められており、「地域生活支援型入所施設」への受入れを推進していく必要がある。

また、重症心身障害児（者）や、筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）等の疾病により人工呼吸器を使用しているなどの事情により、常時の医療的ケアを要する人についても、受入れを推進していく必要がある。

この場合、入所施設での専門的支援との整合を図りながら、可能な限り、地域の通所施設の利用を促進していくことも大切である。
	⑥　家族等の介護や居宅サービスによる支援だけでは地域生活が困難であり、また、ケアホーム等での生活も難しく、入所施設における支援が真に必要な重度・最重度の障害者に限定しての受入れを進める。

とりわけ、強度行動障害を伴う重度の知的障害者については、介護・介助等の支援が最も難しい時期に、安定した生活環境と安心感を与える専門的支援を提供できる生活支援機能を持つ入所施設（あわせて、日中活動の場及び短期入所サービスを提供する。）が求められており、「地域生活支援型入所施設」への受入れを推進していく必要がある。

また、重症心身障害児（者）や、筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）等の疾病により人工呼吸器を使用しているなどの事情により、常時の医療的ケアを要する人についても、受入れを推進していく必要がある。

この場合、入所施設での専門的支援との整合を図りながら、可能な限り、地域の通所施設の利用を促進していくことも大切である。

	P29

下から2つめの○
	削除
	○　都内・都外にかかわらず、既設の知的障害者入所更生施設等を運営する事業者においては、老朽改築時等に「地域生活支援型入所施設」への転換に取り組み、入所者の地域生活への移行を促進するために、あわせてグループホーム及びケアホームの整備を促し、中期的に入所定員の縮小を計画的に進めることが必要である。
	○　都内・都外にかかわらず、既設の知的障害者入所更生施設等を運営する事業者においては、老朽改築時等に「地域生活支援型入所施設」への転換に取り組み、入所者の地域生活への移行を促進するために、あわせてグループホーム及びケアホームの整備を促し、中期的に入所定員の縮小を計画的に進めることが必要である。

	P40

2行目
	新規

項目
	
	東京都施設移行緊急整備3カ年計画
○「施設入居者、待機者、親元からの自立促進研究会」の開催
平成21年度4月より「施設入居者、待機者、親元からの自立促進研究会」を東京都に設置する。委員会は当事者委員と地域行政、グループホーム運営者、作業所運営者、同利用者が入り行う。
知的障害者については6500名の施設居住者と1000名の施設待機者、親元にいる人たちがなぜ地域で暮らせなくなっているのかその理由を究明し、施設入所しなくてすむような政策立案を行う。当事者委員と地域行政、グループホーム運営者、作業所運営者、同利用者が入り、１年目は調査、2年目は政策立案を行う。

○　「地域自立生活支援サポートシステム」の創設
地域支援団体の支援は区市町村の裁量に任せる。プロジェクト支援として行い、必須事業として自立生活移行支援住宅、優良住宅制度の活用、当事者参加の施設移行支援の配置を行うこと。3年間は東京都の全額補助で行う。選択事業については市町村が制度を構築し、東京都が半額補助を行う。

１　自立生活移行支援住宅
地域移行をするためには施設の中の自立移行プログラムだけでは地域生活のリアルな体験ができないためどうしてもこれから住む地域での今後の生活に合わせた実践的訓練の場が必要となる。それをここでは自立生活移行支援住宅と名付ける。そこでは自立生活プログラムやピア・カウンセリングを受けプログラムにのっとった支援が行われる。自立生活移行支援住宅を全区市町村で２万人に１箇所それぞれ配置し、居住期間に自立生活プログラム、ピア・カウンセリングを受講すること。プログラムを自ら開催できない場合は委託できる。入居定員は１名で身体、精神、知的障害者のそれぞれの地域支援事業所が行う。

２　優良住宅制度の設置
　障害者の自立生活を促進する上でネックになっていたのが所得保障と住宅の確保であった。有料住宅制度は障害をもつ者であって低所得の障害者については4万円を限度として家賃の補助をおこなう。地域支援の核となる事業であり、東京都はこの事業の導入を図り、各区市町村での実施を推進していく。

３　区市町村の地域移行促進員や相談支援事業、地域活動支援センターでは地域移行促進員としてその有効性が実証されているピア・カウンセラーを配置する。ピア・カウンセラーとして雇用した事業所を東京都は支援する。

○選択事業

１　空き室利用自立生活移行支援住宅
ショートステイ、グループホーム、ケアホームで体験的居住ができるように空き室を認める。受け入れで入居者と同額の補助を出す。居住期間に自立生活プログラム、ピアカウンセリングプログラムを受講すること。

２　入居施設新規入所者数削減区市町村に対する補助金制度
施設在宅移行を推進し、新規施設入居者を増やさないために、東京都の身障センターによる入居判定会議を廃止し、市町村に入所者決定を任せる。新規施設入居を削減した市町村については、空きベッドについて入居者の居住し続けた場合と同額の補助金を東京都は負担する。
　またこの自立生活促進策によって当該施設設置区市町村に障害者が居住することを希望した場合は、東京都は国に特区申請し、出身地市町村に必要となるホームヘルパー制度に要する費用の区市町村負担分を出身市町村は負担する。

３　施設が地域移行を進める場合、実際に地域に移行しそれをフォローアップする時の地域での移行の受け皿がなければ実質的に進まない。そこで施設の移行コーディネータや行政のワーカーが地域の支援組織を探すことになる。一方施設の支援する側は自らの入所者で手いっぱいの状況にある。入所施設や行政の依頼による今後大量に予想される地域移行には手が回らない状況にある。この制度はこのような制度の狭間にある利用者が地域移行を進めるために創設されるものである。市町村が自立支援を委託した場合、東京都はその支援を行う。障害者を受け入れて自立支援し、自立させる団体に対しては、相談や自立生活プログラム、ピアカウンセリングプログラム、自立生活移行支援住宅事業をおこなえば、補助を行う。

４　相談支援事業に施設移行補助をつける

　現在施設から地域居住の移行について、核となるべき相談支援事業に東京都は指定機関でありながら、地域生活支援事業の補助以外の支援をしていない。そのため市町村の単独事業にあつかいをうけており、区市町村ではその委託金額が下がり続けている。この状況を改善するために元の国の補助基準に準じる補助を行う。
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